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増補版，3 訂版と IT，GIS 情勢の変化に迅速に対
応され，増刷の機会の度に内容の改訂を重ねての
ベストセラーとなり，GISを学び活用するための
バイブルといえるような存在となっている。本書
は前著の姉妹編とも呼ぶことができる内容であ
る。前著は，GISソフトウエアの中で世界標準と
いえるArcGISを利用したものであるが，本書は
フリーのGISソフトウエアの代表であるQGISを
使ったものである。フリーのソフトウエアでも同
様のことができることを示したという点が重要で
ある。誰でもその気になれば，この知識を得るこ
とが可能ということだ。
本書は一見，ソフトウエアの操作方法のマニュ
アル的に見えるが，そこには“知”がたっぷり
含まれている。その，”知”であるが，本書は複
数の内容についてのストーリー性を持って記述
されている。つまり（1）ソフトウエアの操作マ
ニュアル（インストールから具体的な操作方法）
（2）GISデータの利用・作成方法（データのダ
ウンロードからソフトウエアでの扱い方法など）
（3）地図学的考え方（測地，地図の論理など）（4）
GISの考え方（地図化・可視化，空間分析・考察
など）（5）地理学として利用（現実場面への適応
など）といったストーリーが，それぞれがバラン
スよく，易～難，基礎基本～応用といった順序性
を持っている。それぞれの教科書としても成り立
つような充実した内容を持ちつつ，全てをいっぺ
んに学習することができるという，欲張り者にも
十二分に満足できるという構成なのである。これ
は前著も同様であり，何よりも素晴らしい。ただ，
（1）や（2）については，コンピュータの基礎基
本を知らなければならないし，（2）や（4）につ
いては，GISについての多少の見識は必要だ。（3）
や（5）はそれぞれの学問分野ついての基礎基本
は知らねばならない。本書ではこれらの知識の合
体によって現代社会の課題への明快な一つの道筋
を示している。
では，本書の内容を少し詳しく見てみよう。ま
ず「第Ⅰ部　基礎概念の説明」では地理空間情報
とGIS，測地系と座標系について述べている。測
地系と座標系については，GISを利用する以前で
は，一部の測量関係者など地図製作を生業とする
者以外にとっては，あまり関心のない知識であっ
た。しかし，GISの時代になると一変する。この
知識は不可欠なものとなる。次の「第Ⅱ部　地理
空間情報の入手と地図化」では，無料ダウンロー
ドデータの扱いである。地理空間情報活用法のも
とで，出所が明確であり，安心して使えるデータ
とその利用方法が網羅されている。基盤地図情報
（国土地理院），国勢調査（総務省），国土数値情
報（国土交通省国土政策局）は3大ダウンロード
データと言っても過言ではないだろう。自作デー
タについては，東京大学空間情報科学センターの
提供のアドレスマッチングサービスによってGIS
データ化する方法がしめされている。ここでは，
こうしたデータの地図化（＝可視化）が中心であ
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る。適切な座標系の設定など，第Ⅰ部での基礎知
識が実際の場面で適用される他，使用したデータ
にふさわしい適切な地図が作成できるように導か
れている。そして，「第Ⅲ部　QGISの分析技法」
は，最も“GISらしい”部分であり，前半のハイ
ライトと言えるべき部分でもあろう。座標変換は
必須の知識，空間データ結合，バッファにボロノ
イ，地図データと属性データの結合，検索，オー
バーレイは空間分析の基本的な技法であり，これ
を習得することで，GISの効果・有効性をたいて
いの場面で論じることができよう。
ここまでが前著と同じ構成である。つまり，こ
の部分はGISを学ぶにあたっての必須の知識とい
えよう。前著はサブタイトルにもあるようにGIS
ソフトウエア（ArcGIS）の操作とダウンロード
データの活用に主眼が置かれており，現実社会で
の適用は十分になされているものの，あくまでも
それは「例」としてとどめられていた。これに対
して本書は前著の構成を継承しつつも「防災」と
いう具体的な実際場面での確固たる応用もタイト
ルとして掲げているわけであって，ここから防
災に有効な空間分析方法の実際面への適用を前
面に押し出していく。「第Ⅳ部　QGISの防災活
用」では，第Ⅲ部までの技法を駆使していくので
あるが，まずは，標高と人口というそれぞれ自然
的データ，人文社会的データの代表的なものを扱
う。“活用”ではあるが，まずは，基本的なデー
タから入るので，広く汎用性に富む内容である。
次の「第Ⅴ部　GISによる防災の分析事例」では
実際の分析事例である。平面ボロノイに代わって
ネットワークボロノイを取り上げることによっ
て，より実用的な分析となる。また，GPSデータ
の利用も示され，フィールドワークによるデータ
収集についても言及されている。ここでも応用面
を強調しつつも，GPSという基礎になる内容を含
んでいる。最後に「第Ⅵ部　GISの防災活用に関
する検証」ではさらに検証を行うことによって，
分析・活用に対しての有効性の吟味を行う。この
ように本書全体において常に易～難，基礎～応用
と“学習”を意識した内容構成となっている。
さて，教育的な見地から，本書によって期待で
きる内容として具体的に以下の3点について述べ
させていただく。まずは，地図全般についてであ
る。GISソフトウエアをクリックしていけば，膨
大な空間データであっても我々が見ることができ
る形になる。しかしそこには，目的があり，その
目的にしたがった適切な作業が重要になる。その
作業の一つには我々の見える形である地図の作成
がある。地図を作成することはかなり高度な知的
作業である。例えば，地図化ではコンター，バッ
ファ，ボロノイといった現地では見えない線を引
く作業もある。地図化をコンピュータで行うこ
と，決してたやすいことではない。そして，そこ
には地図学によってもたらされた地図のロジック
に基づいた考え方が不可欠である。地図は画面で
あろうが，紙面であろうが，その基本原理は変わ
らない。しかし，地図学によってもたらされた
成果がGISに反映されているとは必ずしも言い難
い。正しい情報を伝えるためには，地図学の知識
を十分に駆使する必要がある。いい加減に地図が
使われてしまうことは，やはり“知”とはいえな
い。あやまった情報を受け手に伝えてしまうこと
になる。教育を念頭に置く場合，この“地図のき
まり”の部分は重要である。この“地図のきまり”
の中で，GISの時代になって特に重要視する部分
は座標系・測地系と図法，そして，統計地図の作
成技法である。これは本書の全体に関係する「地
図化」にかかわる。特に，測地系・座標系と図法
については本書の第Ⅰ部から第Ⅱ部にて重点的に
扱われている。従来，GISの時代以前であると，
これらの知識があっても実際の地図作成などへの
活用に際しては，非現実的であった。従前の学習
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指導要領では「図法には深入りをしないこと」な
どと明示されたこともあった。適切な分析のため
には，座標系，測地系や図法をいかにして設定，
選択するかは重要な部分である。これらはGISの
時代では必須の知識である。また，統計地図につ
いてもデータに応じて，コロプレスマップや図形
表現図などの選択や，それらにおける階級区分や
図形のサイズの設定など適切な表現方法がなされ
ることが不可欠である。本書においては読者はこ
うした“地図のきまり”を“自動的”に学習でき
るような流れに乗ることができる。
次に地形図についてである。大縮尺地図につい
ての学習はいままでは地形図にすべて頼っていた
といえよう。つまり「地形図を教える」というこ
とでほぼすべての学習がなされていた。地形図の
学習では問題点も少なからず存在していた。地形
図のモノクロコピーにて，等高線から尾根や沢を
読み取る学習などがされていた。しかし，GISの
時代では教授側は教えたい内容に見合った地図を
教授側が提供するようになる。地形図を使って教
えていた各種内容それぞれを教えるにふさわしい
地図にして教えることが可能となり，教育的な効
果がより一層期待できるようになる。本書の中で
は特に第Ⅱ部～第Ⅳ部における部分がこれと関連
している。
そして，最後にハザードマップ，である。標高
データを使っての津波浸水地域の作成によって，
等高線を学ぶことの意義が明確になる。また小学
校学区のボロノイ図は生徒が身近に感じてきた疑
問点（自分のうちから近い小学校に通えない，何
故など？）についての議論のスタートになる。本
書の第Ⅳ部～第Ⅵ部にあるように，これらが現実
社会に対応しつつ作成手順が示されていること
で，地図を学習することの重要性が示され，紙媒
体として配布，提示のために大画面に投影，実際
に生徒に作らせるなど，教育現場での学習の可能
性もおおいに拡がる。
地理を専門とする教員にとっては「GISがわか
る」「GISができる」には第Ⅲ部までが一つの目
安であり，ぜひほしい知識である。例えば，大学
での地理教員養成課程では，ここまでの内容の扱
いがなされたい。そうすれば，教員になった後に，
高等学校地理学習の中でのGISに関わる事柄に対
しては十分であろう。GISについて教えたり，必
要に応じて自ら教材を作成したり，さらにどのよ
う活用するかにおいて十分であるはずだ。
生徒がGISソフトウエアを操作しての授業はア
クティヴラーニングという観点からも有効であ
る。しかし，本書の内容のレベルの授業は高等学
校では40人の必修科目としての授業では難しい
だろう。上級学年での選択科目として開設されて
いるような少人数の地理の授業などがふさわしい
と思われる。いくら操作が簡便だといってもGIS
ソフトウエアだといっても，これらの原理を生
徒に理解させて使わせるのは簡単ではない。ま
た，フリーのソフトウエアだからといって，ネッ
トワークが構築され環境復元ソフトなどによって
システム化されている高等学校のコンピュータ室
のPCにインストールするのもたやすくわけでは
ない。システムに組み込むためには，それなりの
手順（担当者，管理職，県教委などの了解と担当
SEによる作業）が必要だ。いずれにしても，GIS
はまず教員が理解し習熟することが不可欠であ
る。
最後になるが，本書を作るにあたって，このよ
うに教育的な配慮に満ちた緻密な構成を創り上げ
るには，どれだけのエネルギーを注がれたのであ
ろうか。評者のような凡庸な者にとっては想像し
難いものである。そんな貴重な“知の蓄積”であ
る本書を利用させていただくことができる読者と
しては，本当に頭が下がる思いである。教育現場
で地理に携わる者にとって，本書からとてつもな
175
－355－
い大きな力を得た気分である。感謝の気持ちを込
めて，さらなる精進をし，地理教育の振興のため
に邁進していくことを改めて誓いたい。
 （小林岳人）
文　献
橋本雄一編（2014）：『GISと地理情報空間 ArcGIS10.2
とダウンロードデータの活用』古今書院，176p.
田林　明編著：『地域振興としての農村空間の商
品化』農林統計出版，2015年2月刊，361p., 5,000
円（税別）
本書は，農村・農業を永年にわたって研究し
てきた編著者を中心とする計13人の著者による，
農村空間の商品化に関する実証研究の成果であ
る。編著者は現代日本の農村の性格の変化を「農
村空間の商品化」と捉えて研究を進め，前著（田
林，2013）をまとめた。これに続き編著者らは，
余暇活動や観光を主とする農村空間の商品化が地
域振興に果たす役割の解明を目的として研究を積
み重ね，その結果をまとめたのが本書である。
本書の構成は以下の通りである。
第1章　序論：日本における農村空間の商品化
第2章　 首都圏とその周辺における農村空間の
商品化による観光振興の地域差
第3章　 東京都練馬区の農業体験農園における
ルーラリティの商品化
第4章　 東京都稲城市における農家直売所の経
営特性と都市における「農」の役割
第5章　 茨城県牛久市における農村景観の商品
化
第6章　 茨城県日立市における観光農園サポー
ター
第7章　 茨城県那須地域における農村空間の商
品化による観光発展の可能性
第8章　 長野県千曲市森地区におけるあんずの
栽培にみる農村空間の商品化
第9章　 山形県朝日町におけるエコミュージア
ム活動による地域振興
第10章　 観光からみた農村空間の商品化による
地域振興－新潟県上越地域と富山県黒
部川扇状地の比較－
第11章　 茨城県北茨木市平潟町における水産資
源を活用した観光地化
第12章　 地域資源を活用した漁村地域の活性化
－富山県黒部市生地地区の事例－
第13章　 結論：地域振興のための農村空間の商
品化
以下では各章の内容を簡単に紹介する。まず第
1章（田林　明）は編著者らの既往の成果を総括
するとともに本書の課題を示す。農村空間の商品
化は農村が消費の対象としての性格を強めている
過程として捉えられ，わが国で進行するそれは四
つの類型（農産物の供給，レクリエーション・観
光，農村居住，および農村の景観・環境の維持と
社会・文化の評価を通じた生活の質の向上）に整
理されるという。全国スケールのそれらの分布図
が示され，空間的パターンが大都市の影響等から
説明される。次に栃木県那須町と山形県朝日町に
みられる農村空間の商品化を例に，地域資源を活
用した地域振興の試みとしての農村空間の商品化
が説明される。これらから著者は，農村空間の商
品化が産業振興といった金銭面だけでなく，地域
おこし・まちづくりといった精神的・文化的な面
でも地域振興に貢献する可能性が高いとして，事
例研究によってこの可能性を検討することが本書
の課題であるとする。 
第2章（田林　明・大石貴之）は農村空間の商
品化による観光・レクリエーションの振興がどの
ような地域差を持って進められているのかを，首
都圏とその周辺地域（甲信越・南東北）を対象と
